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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は持ち直しの動きが見られる。需要面をみ

ると、個人消費は、新車販売台数が前年を下回ったものの、大型小売店販売額が２か月連続

で前年を上回るなど、緩やかに持ち直している。住宅投資は緩やかに減少している。設備投

資は持ち直し基調が続いている。公共投資は、基調として持ち直している。輸出は持ち直し

基調が続いている。観光は、来道者数、外国人入国者数が好調を維持している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数、負債総額ともに前年を上

回った。消費者物価は、１３か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～４か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．９ポイン

ト下回る５０．６となり、４か月ぶりに低下し

た。また、横ばいを示す５０を３か月連続で上

回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．１ポイント上回る５１．３となり、横ばいを

示す５０を６か月連続で上回った。

１２月の鉱工業生産指数は９９．０（季節調整済

指数、前月比＋２．１％）と２か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では＋２．６％と３か

月連続の上昇であった。

業種別では、金属製品工業等１０業種が前月

比低下、一般機械工業等の６業種が前月比上

昇となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～４か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

１２月の百貨店・スーパー販売額（速報 全

店ベース、前年比＋２．８％）は、２か月連続

で増加した。

百貨店（前年比＋５．０％）は、すべての品

目で前年を上回った。スーパー（同＋２．１％）

は、２か月連続で前年を上回った。品目別で

は衣料品、その他は前年を下回ったものの、

身の回り品、飲食料品は前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．８％）

は、２か月連続で前年を上回った。

１２月の乗用車新車登録台数は、１１，５８７台

（前年比▲２．２％）と２か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋２．６％）

と前年を上回ったが、小型車（同▲７．１％）、

軽自動車（同▲１．９％）が前年を下回った。

４～１２月累計では、１３３，０９８台（前年比

＋６．９％）と前年を上回っている。普通車

（同＋３．２％）、小型車（同＋６．９％）、軽乗用

車（同＋１１．２％）といずれも前年を上回って

いる。

１２月の札幌ドームへの来場者数は、１００千

人（前年比＋３５．７％）と４か月ぶりで前年を

上回った。内訳は、プロサッカーが２８千人

（同全増）、その他が７２千人（同▲２．０％）

だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～３か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

１２月の住宅着工数は、２，６０１戸（前年比

▲１．３％）と３か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋２．４％）、貸家

（同▲２．４％）、給与（同▲７７．８％）、分譲（同

▲０．７％）となった。

４～１２月累計では、３１，４６５戸（前年比

▲０．２％）と前年並みになっている。利用関

係別では、持家（同＋１．１％）、貸家（同

▲２．１％）、給与（同＋３０．１％）、分譲（同

＋３．４％）と貸家を除いて増加している。

１２月の民間非居住用建築物着工面積は、

１０７，１７０㎡（前年比＋１８．１％）と２か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋９７．５％）、非製造業（同＋１４．７％）ともに

前年を上回った。

４～１２月累計では、１，７５６，２５３㎡（前年比

＋１２．２％）と前年を上回っている。業種別で

も、製造業（同＋１．９％）、非製造業（同

＋１３．４％）ともに上回っている。

１月の公共工事請負金額は、１１１億円（前

年比＋１．８％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。発注者別では、国（同▲０．１％）、北海道

（同▲２５．６％）、市町村（同▲２３．２％）その他

（同▲３７．２％）が前年を下回ったが、独立行

政法人（同＋３，８１３．３％）が前年を上回っ

た。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～３か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１９か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が３か月ぶりに減少

貿易動向

（資料：函館税関）

１２月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０２０千人（前年比＋３．３％）と３か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲２１．５％）とフェリー（同▲５．３％）が前

年を下回ったが、航空機（同＋６．２％）が前

年を上回った。

４～１２月累計では、１０，７２９千人と前年を

２．１％上回っている。

１２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１８３，０２０人（前年比＋２０．６％）と１９か月

連続で前年を上回った。４～１２月累計では、

１，２２３，８１１人（同＋２５．５％）と前年を上回っ

ている。

空港・港湾別では、新千歳空港が１７３，４１４

人（前年比＋２３．７％）、函館空港が８，１５８人

（同▲１０．９％）、旭川空港が１，４３４人（同

▲３９．７％）だった。

１２月の貿易額は、輸出が前年比４．２％減の

３６８億円、輸入が同２３．０％増の１，２４３億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、鉄鋼、魚介類・

同調整品などが減少した。

輸入は、原油・粗油、石炭、石油整品など

が増加した。

輸出は、４～１２月累計では２，８７６億円（前

年比＋６．０％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月ぶりに前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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総合
生鮮食品除く総合

食品およびエネルギー除く総合

％

1299.0

100.0

103.0

102.0

101.0

3.0

2.0

-1.0

0.0

1.0

1110987654322017/12016/12

2015年
＝100.0

１４．消費者物価指数～１３か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１８倍（前年比＋０．０９ポイント）と９５か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋８．１％上昇し５か

月連続で前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（同＋１２．９％）、建設業（同

＋１６．０％）、卸売業・小売業（同＋８．５％）な

どが前年を上回ったが、サービス業（同

▲５．７％）などが減少した。

１月の企業倒産は、件数が１９件（前年比

＋１１．８％）、負債総額が４９億円（同＋６２８．０％）

だった。件数は２か月ぶりに前年を上回っ

た。負債総額は、５か月連続で前年を上回っ

た。

業種別では、卸売業が６件、小売業が５

件、建設業が４件などとなった。

１２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０１．５（前月比＋０．３％）と５か

月連続で上昇した。前年比は＋１．５％と、１３

か月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１２月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は一部（野菜等）を除き概ね安定して推移し

ている。石油製品の価格は原油高を背景に上

昇している。

道内経済の動き
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＜図表１＞道内企業の年間業況の推移
売上DI 利益DI全産業

製造業 非製造業
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１．２０１７年 業況実績
２０１６年に比べ、売上DI（９）は１３ポ
イント上昇、利益DI（△１）は横ばい
だった。前年に災害の影響で悪化してい
たホテル・旅館業がインバウンドの好調
を受け回復、公共工事の増加により建設
関連業種も改善した。水産関係の不漁と
原油高の影響により、食料品製造業や運
輸業が悪化した。

２．２０１８年 業況見通し
２０１７年に比べ、売上DI（３）は６ポ
イント低下、利益DI（△７）も６ポイ
ント低下の見通し。製造業が持ち直す一

方で、非製造業に一服感が見込まれる。
売上は前年好調だった建設業とホテル・
旅館業の反動減等によりプラス圏内なが
ら低下。利益は人手不足に伴う人件費の
増加や原油高への懸念から、幅広い業種
で低下を見込んでいる。

３．先行きの懸念材料
「原油価格の動向」とした企業（５０％）
が最も多く、以下「雇用の動向」（４５％）、
「個人消費の動向」（４４％）の順となっ
た。なお、「雇用の動向」が前年比で８
ポイント、「物価の動向」が５ポイント
上昇した。

特別調査

製造業が持ち直す一方で、非製造業に一服感
２０１８年 道内企業の年間業況見通し

要 約
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調査の目的と対象：「道内企業の年間業況見通し」についての企業幹部へのアンケート調査
調査方法：調査票を配付し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：２０１８年道内企業の年間業況見通し
回答期間：２０１７年１１月中旬～１２月中旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業：前年に比べ良いとみる企業
� 不変企業：前年に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

＜図表２＞２０１８年見通し・業種別の要点

要 点（２０１８年見通し）
２０１４年２０１５年２０１６年 ２０１７年 ２０１８年

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 製造業が持ち直しの一方で、非製
造業に一服感。

売上ＤＩ △１１ △１３ △４ ９ △３ ３
利益ＤＩ △１６ △４ △１ △１ △７ △７

製造業 持ち直しの動き。
売上ＤＩ △９ △１０ △５ ０ △２ ７
利益ＤＩ △１１ △１１ △８ △８ △５ △５

食料品 前年の不漁に伴う落ち込みから、売
上・利益とも改善を見込んでいる。

売上ＤＩ △２８ １４ △７ △１７ ３ １４
利益ＤＩ △１４ １２ △３ △２６ ０ ０

木材・木製品 売上は堅調だが、利益は横這い。
売上ＤＩ ５ △２４ ５ ６ ５ ７
利益ＤＩ △１９ △５ ０ △６ ５ △６

鉄鋼・金属製品・
機械

建設関連や輸出の増加が見込ま
れ、売上・利益とも改善。

売上ＤＩ △３ △２７ △５ ３ △１２ １６
利益ＤＩ △６ △３１ △１７ △３ △６ ６

非製造業 前年の反動や、人件費増加等によ
り業況持ち直しに一服感。

売上ＤＩ △１１ △１４ △４ １４ △４ ０
利益ＤＩ △１７ △１ ２ ２ △８ △７

建設業 前年に公共工事が増加した反動に
より売上・利益とも減少。

売上ＤＩ △５ △１３ １ １９ ８ △１０
利益ＤＩ △１０ △１３ △７ １５ ３ △１０

卸売業 売上一服。利益も原材料価格上昇等によ
り低下。売上・利益とも減少の見込み。

売上ＤＩ ３ △２５ △１１ １８ △７ △２
利益ＤＩ △２１ △２８ １５ ５ △６ △１２

小売業 人件費の増加等が利益を圧迫。
売上ＤＩ △２９ △４０ △３７ １９ △１２ １０
利益ＤＩ △３３ △２ △２３ ０ △１５ △５

運輸業 売上は改善するが、運転手の不足や原
油価格の高止まりにより収益は減少。

売上ＤＩ △８ ０ ４ △１２ ３ ９
利益ＤＩ ０ ４２ ２０ △３７ △３ △１２

ホテル・旅館業 インバウンドの好調続くが、人手不足が
深刻で売上・利益とも減少の見込み。

売上ＤＩ △３０ ２７ △１３ ２０ △２６ △２０
利益ＤＩ △２６ ３６ ０ ３３ △２０ △１３

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８３ １００．０％
札幌市 １４８ ３８．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８１ ２１．１
道 南 ３９ １０．２ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５３ １３．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６２ １６．２ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７０２ ３８３ ５４．６％
製 造 業 １９７ １０６ ５３．８
食 料 品 ６８ ３６ ５２．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １６ ４８．５
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３２ ５３．３
そ の 他 の 製 造 業 ３６ ２２ ６１．１
非 製 造 業 ５０５ ２７７ ５４．９
建 設 業 １３８ ７７ ５５．８
卸 売 業 １０５ ６０ ５７．１
小 売 業 ９３ ４３ ４６．２
運 輸 業 ５３ ３４ ６４．２
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １５ ４２．９
その他の非製造業 ８１ ４８ ５９．３

業種別回答状況

特別調査
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食料品製造業 建設業 売上DI 利益DI

卸売業

小売業

木材・木製品

鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業 運輸業

＜図表３＞道内企業の年間業況の推移（業種別）

（％）

（％）

（％）

（％）

（％）（％）

（％）

（％）

2018
見通し2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

見通し2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

2018
見通し2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

見通し2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

2018
見通し2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

見通し2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

2018
見通し2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

見通し2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

-40

-30

-20

-10

10

20

30

0

-80

-60

-40

-20

0

40

60

80

20

-50
-40
-30
-20
-10
0
10
20
30
40

-80

-60

-40

-20

0

20

60

40

-60
-50
-40
-30
-20
-10

10
20
30

-70
-60
-50
-40
-30
-20
-10

30

0
10

30

10

0

-10

-20

-30

-40

-50

-60

-40

-20

0

20

60

40

0

20

20

▲6

▲34

▲42

▲18

▲23

42

▲67▲43▲64

▲32
▲48

▲62

▲35

23

▲24

▲6

45

▲10

18

▲38

▲39

▲13
▲37▲22▲37▲24

15

▲14

▲19

▲16

▲29

▲17

▲20
▲8

0

▲21

▲38

▲4

3

▲20

▲21
▲26

▲20

▲8
▲18

0 0 3

▲25▲11

5

▲27
▲3 ▲6

▲21
▲12

▲28

15 18

▲2
10

7

▲57

▲44

▲44
▲38 ▲38

▲5
1

19

▲10 ▲7

15

▲13
▲13

▲10
▲10

▲19▲13
▲22▲30

▲20▲19

▲22▲24
▲30
▲37 ▲37

▲13

14

23

▲21

▲48
▲43

▲37

▲37

▲37

▲45
▲62

▲48

20

26

▲32

▲64

▲65 ▲47
▲31

▲55

▲23▲26▲24

▲42

14

21

▲8

▲34

25

3
▲8

0 0
▲12

▲37

31

0

42

4

▲12

9

▲51

▲16
▲18

▲63

▲24
▲28▲34

▲63
▲45▲43

▲74

29

▲33

35

▲30

▲26

30
27

36

0

33

▲13

42

▲15

▲67

▲24

▲21

3

14
23

11

0
3

▲11
▲21

▲20
▲28

▲35

▲26

▲33
▲38

▲45

27

▲16
▲6

▲31 ▲35

▲17

▲7

▲7

▲35

▲18

▲4▲4

▲8
▲19

▲31

▲8

▲19
▲11▲6

▲10

▲33

▲23

19
10

0
▲7 ▲5

▲40

▲7 ▲11

8
0

13

▲29

▲40▲37

▲2

▲5

0 ▲6
▲14

14 1111
23

▲30▲38

19

70

5

▲65

▲44

18

▲42

45

▲19

5 ▲5 5 6 7

▲6▲10

▲39

9

▲36▲31

▲3
▲10

▲17
▲26

0
▲3

▲9
▲14

12

▲7

▲3

▲28

14
18

14

▲17

11

▲15

13

22

9
2

15

0

▲11 ▲11▲14

28

27

32

▲3

▲27

▲5
3

16

▲17

▲3
6

▲5 ▲5

▲24

0 ▲6

▲26
▲13

20

▲20

特別調査

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年３月号

ｏ．２６０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０００　特別調査  2018.02.09 20.13.11  Page 8 



0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

＜図表５＞利　益 

＜図表４＞売　上 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

17 不変 59 24増加 30 不変 39 減少 31

21 不変 61 18△11 △13 △ 4

△ 9 △10 △ 5

△28 14 △ 7

5 △24 5

△3 △27 △ 5

4 △16 △ 4

△11 △14 △ 4

△ 5 △13 1

3 △25 △11
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△ 8 0 4

△30 27 △13

△18 △ 3 19

9

0

△17

6

3

18

14

19

18

19

△12

20

14

3

7

14

7

16

18

0

△10

△ 2

10

9

△20

13

2014年
売上DI

2015年
売上DI

2016年
売上DI 売上DI 売上DI
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△14 12 △ 3

△19 △ 5 0

△ 6 △31 △17
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△ 5

△12
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4

2014年
利益DI

2015年
利益DI

2016年
利益DI 利益DI 利益DI

増加 35 不変 39 2
減少
6

29 42 29

17 49 34

31 44 25

31 41 28

41 36 23

38 38 24

40 39 21

40 38 22

40 39 21

21 46 33

40 40 20

44 26 30

22 63 15

31 52 17

13 81 6

25 66 9

9 64 27

20 60 20

17 56 27

17 64 19

26 58 16

21 67 12

7 66 27

28 57 15

26 40 34

17 40 43

25 44 31

25 47 28

41 27 32

31 40 29

37 41 22

31 43 26

23 54 23

12 39 49

53 27 20

35 26 39

17 61 22

27 46 27

7 80 13

19 68 13

5 59 36

17 59 24

16 58 26

10 67 22

21 53 26

13 62 25

7 73 20

26 52 22

2017年実績 2018年見通し

2017年実績 2018年見通し

増加 減少

増加 減少
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23 不変 70 722 不変 65 13

5 適正 89 6

17 不変 81 2
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2014年
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9
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雇用DI 雇用DI 雇用DI

12 不変 83 5

11 80 9

12 84 4
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16 84

17 81 2

13 不変 85 2

9 91

14 83 3

8 79 13

4 93 3

4 適正 90 6

6 86 8

3 93 5

25 61 14

21 66 13

18 74 9
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＜図表６＞資金繰り

2017年実績 2018年見通し
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＜図表７＞短期借入金の難易感

2017年実績 2018年見通し
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＜図表８＞在 庫

2017年実績 2018年見通し

全 産 業
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非 製 造 業

＜図表９＞雇用人員

2017年実績 2018年見通し
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0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

好転 悪化

減少

好転

容易 容易

増加 増加

特別調査

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年３月号

ｏ．２６０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０００　特別調査  2018.02.09 20.13.11  Page 10 



＜図表１１＞道内景気判断 

＜図表１０＞設備投資 
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＜図表１１＞道内景気判断
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＜図表１２＞売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�人材の育成・強化（７６％） ＋１ 製造業（６５％）、非製造業（８１％）。全業種で１位。建設業（９１％）と
高水準。

�顧客ニーズの的確な把握
（５４％） △７ 製造業（４４％）、非製造業（５８％）。食料品製造業を除く全ての業種で

２位。

�営業方法の見直し（２６％） △４ ホテル・旅館業（４０％）で１３ポイント上昇。

�価格体系の見直し（２６％） ＋７ 製造業（２６％）で５ポイント、非製造業（２６％）で９ポイントの上
昇。

�同業他社の商品、サービス
との差別化（２３％） △６ 製造業（２３％）で４ポイント、非製造業（２３％）で７ポイントの低

下。

＜図表１３＞先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�原油価格の動向（５０％） ＋１ 運輸業（９７％）、食料品製造業（５４％）などで警戒感強い。

�雇用の動向（４５％） ＋８ 運輸業（５６％）で１９ポイント、ホテル・旅館業（６４％）で１７ポイント
の上昇。

�個人消費の動向（４４％） △２ 食料品製造業（７１％）、小売業（７６％）、ホテル・旅館業（８６％）等で
１位。

�公共投資の動向（４３％） △２ 鉄鋼・金属製品・機械製造業（６１％）、建設業（８０％）等で１位。

�物価の動向（３８％） ＋５ 食料品製造業（６３％）、小売業（４８％）、ホテル・旅館業（５７％）等で
高い。

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
７６ ６５ ５６ ５０ ８１ ６８ ８１ ９１ ７２ ７０ ７９ ８７ ８５
（７５）（６４）（５９）（５５）（７７）（６３）（７９）（８６）（７２）（７２）（８３）（６７）（８１）

�顧客ニーズの的確な把
握

② ② ③ ② ② ② ② ② ② ② ② ② ②
５４ ４４ ４４ ４４ ４４ ４６ ５８ ４３ ６３ ６５ ５８ ８０ ６１
（６１）（５３）（４９）（６５）（５４）（５０）（６４）（５４）（７０）（７２）（５５）（７３）（６６）

�営業方法の見直し
③ ③ ③ ③ ③ ③
２６ ２７ ２７ ２５ ２８ ２７ ２６ ２４ ３３ ３０ １２ ４０ ２０
（３０）（３０）（３９）（３５）（２３）（２１）（３１）（３７）（３０）（３３）（１４）（２７）（３１）

�価格体系の見直し
③ ③ ③ ③ ③ ③
２６ ２６ ３２ ３１ １６ ２７ ２６ １５ ３９ ２１ ３３ ４７ ２０
（１９）（２１）（２８）（２０）（１４）（２１）（１７）（１９）（２１）（４）（２１）（４０）（１５）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化

⑤ ③
２３ ２３ ２９ ３１ １６ １８ ２３ １２ ３２ ２８ ２４ ２０ ２４
（２９）（２７）（２１）（３０）（２９）（３３）（３０）（１９）（３３）（５０）（１７）（１３）（３７）

�新商品（サービス）の
開発

③ ② ③ ③
２１ ３３ ５０ ３１ ２５ １８ １６ ４ １９ １９ １２ ３３ ２８
（２７）（４２）（６２）（３５）（２６）（４２）（２１）（９）（２８）（２０）（１０）（４７）（３２）

�IT（ホームページ）の
活用

③
１８ ８ ３ ６ ９ １４ ２２ １５ １８ ２６ １８ ６７ ２４
（１６）（９）（１８）（５） － （１３）（１９）（１６）（９）（２０）（１０）（５３）（２５）

	新たな事業への参入 ９ １０ ６ １３ ６ １８ ８ ４ １２ ９ １２ ７ ７
（１３）（１４）（５）（１０）（２３）（１７）（１２）（４）（２３）（１７）（１４）（７）（１０）


他社との業務提携 １２ １４ １８ １３ １３ ９ １１ １６ ７ ５ ９ ０ ２０
（１３）（１５）（１３）（１０）（１４）（２５）（１２）（１２）（７）（１３）（２１） － （１４）

�その他 １ １ ０ ０ ０ ５ １ ０ ０ ２ ３ ０ ２
（３）（２）（３） － － （４）（３）（３）（４） － （７） － （３）

＜図表１４＞売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
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＜図表１５＞先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原油価格の動向
① ① ③ ③ ② ① ③ ② ① ②
５０ ４５ ５４ ２５ ４２ ５０ ５２ ４５ ４０ ５２ ９７ ４３ ４９
（４９）（４６）（５８）（２５）（４０）（５２）（５０）（４４）（４４）（５４）（９０）（５３）（４１）

�雇用の動向
② ③ ② ③ ② ② ② ①
４５ ３８ ４６ ２５ ３９ ３２ ４８ ５０ ３２ ５２ ５６ ６４ ５１
（３７）（３２）（４５）（２０）（２９）（２６）（３９）（３７）（２９）（４２）（３７）（４７）（４８）

�個人消費の動向
③ ② ① ② ③ ④ ① ① ③ ①
４４ ４３ ７１ ４４ １６ ３６ ４４ ２４ ４８ ７６ ３８ ８６ ３２
（４６）（４３）（８０）（４５）（１１）（２６）（４７）（２８）（４４）（８１）（４０）（６７）（４３）

�公共投資の動向
④ ⑤ ① ① ③ ① ② ③
４３ ３７ ６ ２５ ６１ ５９ ４６ ８０ ４７ １７ ２４ ７ ４３
（４５）（３６）（５）（４０）（６０）（４８）（４８）（８０）（４９）（２１）（４３）（１３）（４０）

�物価の動向
⑤ ③ ② ⑤ ③
３８ ３８ ６３ ６ ３２ ２７ ３８ ４０ ３８ ４８ ２１ ５７ ３２
（３３）（３３）（４８）（２０）（２６）（３０）（３３）（３５）（３９）（３８）（１３）（４０）（３１）

�民間設備投資の動向
② ②

２７ ２２ ３ ６ ４８ ２７ ２９ ５３ ３２ １２ １２ － ２６
（３０）（３０）（１３）（２０）（５４）（３０）（３０）（５３）（３４）（１７）（２０）（１３）（１６）

�台風などの災害の影響 ２２ １７ ２０ １３ １６ １８ ２３ ２５ ２５ １７ ２７ ３６ １７
（２７）（２８）（４５）（５）（１４）（３９）（２７）（２７）（２７）（１７）（３３）（３３）（２９）

	電気料金の動向 ２０ ３６ ４６ ２５ ３６ ２７ １４ ８ １７ １４ ３ ３６ ２３
（２５）（４０）（５３）（３０）（３４）（３５）（１９）（１５）（１５）（２７） － （４０）（２４）


為替の動向
②

２０ ２８ ３１ ４４ ２６ １４ １７ １１ ２０ ２９ １５ ２９ ９
（２２）（２５）（２８）（４０）（１４）（２２）（２１）（１０）（２２）（３８）（３３）（２７）（１４）

�住宅着工の動向
①

１８ １５ － ５６ １６ ９ １９ ２９ ２７ １２ １２ － １１
（１８）（１６） － （６５）（６）（１７）（１８）（２６）（３２）（１０）（２０）（－）（５）

�金利の動向 １７ １０ ９ １９ ７ ９ ２０ ２２ ２５ １７ １２ ７ ２１
（１８）（１５）（１３）（２０）（１４）（１７）（１９）（２４）（１４）（２５）（２０）（７）（１６）

社会保障費の増加 １６ １２ １７ １３ ７ ９ １８ １７ １３ ２４ １８ ７ ２１
（２０）（２１）（２３）（３０）（２０）（１３）（１９）（２６）（１５）（１３）（２０）（７）（２４）

�税制改正の動向 １６ １２ １４ ６ １３ ９ １８ １３ ２２ ３１ ９ － １９
（１４）（１４）（１３）（２０）（９）（１７）（１４）（１３）（１４）（２１）（１７）（７）（１２）

�金融機関の融資姿勢 １５ １３ １１ １３ １３ １４ １５ ２１ １７ １７ － ２１ １３
（１６）（１４）（１５）（１０）（２０）（９）（１６）（２４）（１２）（１７）（１０）（２７）（９）

�政局の動向 １１ ７ ６ － １３ ５ １３ ２０ １２ ７ ３ ７ １５
（１２）（９）（５）（５）（９）（１７）（１４）（２３）（１０）（８）（７）（－）（１６）

�中国経済の動向 １０ １７ １４ １３ ２３ １８ ８ １ １３ ７ － ２９ １１
（１２）（１８）（１５）（２５）（１７）（１７）（９）（４）（１７）（６）（－）（３３）（９）

�TPP（環太平洋経済連
携協定）の影響

９ １３ ２０ － ７ １８ ７ １ １８ ７ ９ － ４
（１３）（１６）（２０）（１０）（１４）（１７）（１２）（１２）（２４）（４）（１７）（－）（７）

�国と地方の財政改革の
動向

９ ７ ６ １３ ７ ５ ９ １７ ５ ７ ６ － ９
（１１）（１０）（１０）（１０）（１１）（９）（１１）（１９）（７）（６）（７） － （１２）

�規制緩和の動向 ７ ６ － １９ １０ － ８ ５ １２ １０ ６ － １１
（７）（５）（３）（５）（９）（４）（８）（４）（１０）（１０）（３） － （１２）

�欧米経済の動向 ５ ７ ６ ６ １０ ５ ４ ４ ５ ５ － ７ ４
（８）（１１）（１３）（１５）（９）（９）（６）（６）（９）（８）（－）（１３）（３）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年未調査
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今回の調査では、売上増加の方向性は維持されたものの、コスト増加が収益を圧迫する傾

向が見られました。特に、原油価格の上昇や人手不足の深刻化によるコスト増加の懸念が高

まっています。このような状況下、実効性のある設備投資（IT投資含む）やコスト管理等

（販売価格への転嫁・アウトソーシングの活用・為替リスクの軽減等）が、経営上の課題と

の声が多く聞かれました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．鉄鋼・金属製品・機械

３．その他の製造業

４．建設業

＜食料品製造業＞ 高付加価値商品と廉売商

品の二極化が進むと考えられる。既存商品の

カテゴリーにとらわれずに商品開発をしてい

くことが必要である。

＜食料品製造業＞ 新幹線開業効果はさらに

減少すると予想している。

＜水産加工業＞ 道内経済は緩やかに回復し

ていると言われているが、個人消費が回復し

ていると言う実感はない。

＜水産加工業＞ 北海道の水産資源減少によ

る仕入原料の数量減・単価上昇が問題。

＜金属製品製造業＞ 北海道新幹線に係る工

事への物品受注があるので、見通しは悪くは

ない。しかし、トンネル工事の進捗により左

右される。

＜金属製品製造業＞ 建築案件はホテルや物

流倉庫など大型案件があり順調であるが、作

業員不足が懸念される。

＜金属製品製造業＞ 現在は単価が維持され

ているが、将来は海外製品の価格に対応して

いけるかどうかが課題である。

＜金属製品製造業＞ 輸出入取引の増加が見

込まれるので、為替差損の発生を防止する手

段を具体的に検討する。また、理系の社員の

確保が難しい。

＜肥料製造業＞ 当社は北海道での漁獲高に

業況が左右されることから、サケ・マス・サ

ンマなど主魚種の不漁が打撃となっている。

対策として、ロシアからの輸入取引について

アプローチを開始したところである。

＜コンクリート製品製造業＞ 今年度は災害

復旧工事があり順調だったが、来年度は見通

せない状況。

＜建設業＞ 補正予算の早期成立を希望して

いる。通年施工ができる発注方法を期待す

る。

経営のポイント

実効性のある設備投資や、コスト管理等が課題
〈企業の生の声〉
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５．卸売業

６．小売業

７．運輸業

８．ホテル・旅館業

９．その他非製造業

＜建設業＞ 人手不足の深刻化から外国人労

働者の増加を予想するが、現場での労災事故

が増えるのではないかと懸念している。

＜建設業＞ 職人の確保が難しくなってきて

いる。複雑な工事は職人が不足しており入札

を避けている。専門職の不足が大きな問題で

ある。

＜自動車部品卸売業＞ 道内の地方都市にお

いては、公共事業が景気を主導しているとい

う感が否めない。景気回復も地方の中小企業

にとって実感はない。

＜機械器具卸売業＞ 北朝鮮をめぐる動向と

台風や暴風による自然災害の影響が懸念材料

である。

＜電気機械器具卸売業＞ 泊原発の稼動状況

により今後の道内経済が左右される。

＜鋼材卸売業＞ 商品価格上昇により在庫負

担が重くなってきた。売上は上昇するが利益

の上昇は望めず、信用リスク・在庫リスクが

増し、不安定な状況になるだろう。

＜建設用機材卸売業＞ 廃業の会社が倒産よ

り増加していく傾向が見られる。

＜酒類卸売業＞ 人口減少で過疎の地域が拡

大していることから、業態の垣根を越えた運

送体制の構築が必要と考える。

＜ビニール製品卸売業＞ 原油・ナフサが上

昇傾向にあり、原材料価格（仕入）も上昇す

ると思われる。価格転嫁できるかどうかを現

段階で把握するのは難しい。新しい案件につ

いては新価格で対応していく。

＜リサイクルショップ＞ 深刻な人手不足で

一人当たりの負担が増大。委託のできる業務

はアウトソーシングで補っているが、採算を

考え新しい賃金体系を検討中である。

＜燃料小売業＞ 室蘭では大手企業の縮小が

発表され、人口減少が進むと考えられる。今

後の対策について官民一体で検討しなければ

ならない。

＜酒類小売業＞ 酒類の税制改正に加え、消

費増税もあり、税による逆風が強い。

＜運輸業＞ ドライバー不足が最重要問題で

ある。トラックの休車や高速道路などの使用

増加・原油価格の上昇などが収益に大きく影

響する。

＜観光ホテル＞ 海外からの顧客に影響がで

るため為替動向に注意している。

＜建設コンサルタント＞ 公共事業メインの

会社であり予算に影響される。今後は少子高

齢化の影響が懸念されるため、IT投資など業

務効率化をより一層進め生き残りを図る。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年３月号
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＜建設設計業＞ 民間設備投資と金利動向に

注視したい。

＜建設機械器具リース業＞ 燃料費の動向が

気がかりである。下請の立場から燃料コスト

増加分をなかなか転嫁できないのが実情であ

る。

＜ソフトウェア開発業＞ 人材が道外に流出

するため、人材確保が難しくなってきてい

る。自治体向けの販売が主業務であるため財

政が懸念材料である。

＜廃棄物処理業＞ 人材不足が長期化してい

る。受注への影響はまだないが、定年退職後

の再雇用が終了する従業員も多数おり、今後

の打開策が見つけられない。

＜不動産賃貸業＞ TPPは道内産業に対する

影響が大きく注視。金融機関からの資金調達

コストは収益を左右する大きな要因となるこ

とから金利動向も注視している。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年３月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年３月号

１．はじめに

日本ではまだ一般的でないものの、欧米の大企業では、CMO（チーフマーケティングオフィ

サー）やCDO（チーフデータオフィサー）という職種があります。彼らは強い権限や大きな予

算を持ち、経営上きわめて重要な役割を担っています。

彼らは勘や経験則、過去の成功体験に頼らず、データを尊重します。日々社内外で発生する大

量のデータを適切に分析し、CRM（カスタマー・リレーションシップ・マネジメント）と呼ば

れる「個客」に寄り添うマーケティング戦略をコントロールし、売上や利益を最大化するミッ

ションを担います。

CRMは、日本企業でも古くから導入されてきたマーケティング手法ですし、「データは宝の山

だ」、とかねてより言われてきました。しかし理想通りに顧客との関係を構築し、それを継続的

に運用できている企業はそう多くありませんでした。

日本政府が成長戦略として掲げる「第４次産業革命」に、ビッグデータの活用がうたわれ、

AIやIoTに注目が集まる中、業種や規模を問わずデータ分析に基づくマーケティングを経営上の

重要課題として認識する機運が高まってきました。スマートフォンの爆発的な普及による消費者

の行動変化にも後押しされ、日本企業のマーケティングの仕方に大きな変化が起こってきていま

す。

２．現状把握分析の限界と予測モデルの伸展

従来のデータ分析の手法は、性年代別など顧客属性ごとのクロス集計、RFM分析１による顧客

分類、商品の併売関係を分析するアソシエーション分析２等があり、どの分析手法においても過

去の購買行動から、現状を把握するためのものでした。

例えば、あるキャンペーンを実施するために、反応の良い対象者にDMを送付して効果を最大

化させたいという目的があったとします。従来のデータ分析では、過去のキャンペーンにおい

て、類似する事例（前年の同じキャンペーン等）から、性別・年代・地域、もしくは、RFM分

析を用いて直近１年の購買行動毎にセグメント（分類）し、キャンペーンの反応結果を確認した

上で、反応率の高いセグメントに対しキャンペーンの告知を行う方法をとります。（例：直近半年

以内に購買履歴があり、年間５万円以上購入している、４０代以上の方、等）

セグメント軸は、通常はある程度決まっており、性別・年代・RFMのいずれか、もしくはそ

れらの組み合わせが用いられることが多いようです。（軸の決定は統計的ではなく、担当者の経験

則で、自分を含む社内の意思決定者が理解しやすいものが選定されます。）ただし、このセグメ

ント軸が今回のキャンペーンにおいても確度が高いと保証されているわけではありません。過去

マーケティングはビッグデータ分析
からAIを活用した予測モデルの時代へ

フュージョン株式会社
アナリティクスチーム

寄稿
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寄稿

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年３月号

のキャンペーンでは反応が高かったという結果に過ぎず、今回のキャンペーンにどのくらい反応

してくれるかはこの分析では分かりません。この分析だけでは、あくまでも過去の経験則を基

に、担当者がキャンペーン対象者を判断しなければいけません。そこで、近年急速に注目される

ようになってきたのが、予測モデルです。

予測モデルは過去の分析から一歩踏み込んでさらに先の将来の行動までを予測する分析で、従

来の分析手法と比べて３つの大きな特徴があります。

（１）モデル式を作る基になる入力データの期間（x）と、予測するターゲット期間（y）の２つ

の期間（重複しない期間）があります。たとえば、過去のキャンペーンがどんな結果だった

のか予測モデルを使用して分析する際、入力期間は、過去のキャンペーンが始まる前のデー

タになり、ターゲット期間は、キャンペーン中の期間になります。x期間のデータを用い

て、y期間に反応するかを予測します。
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寄稿

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年３月号

（注）

（注）データドリブンとは効果測定などで得られたデータを基に次のアクションを起こしていく事

（２）予測モデルに使用するデータは、顧客の情報（属性・購買行動等）を全て使用します。

セグメントでは一般的な分類に留まっていましたが、全てのデータの中から影響のある情報

を探し出し、モデル式に使用します。

（３）予測モデルの分析方法は、性別年代などのセグメントではなく個人一人ひとりに対し、反

応するかしないかの結果を予測します。よって、誰をキャンペーンの対象にするかは予測し

た結果を見て反応確率の高い人を選択すればよいため、データの結果だけで十分に判断が出

来るようになります。

３．あらゆるビジネスで必要な「予測モデル」の構築

予測モデルを作るためには、十分な量の顧客のデータが必要です。顧客の個人情報や行動情報

が多ければ多いほどモデルの精度は上がり、あらゆる業種や課題に有効な手法となります。とり

わけ金融系の企業は顧客の情報を多く持っているため、一般的にモデル精度は高いと言われま

す。

近年ポイントカードや会員カードの発行が増え、小売業においても顧客の個人情報やID-POS３

による行動情報が増えており、予測モデルが作りやすい環境になってきています。また、ECサ

イトでは会員情報と顧客の購買履歴以外にもWEBの閲覧履歴のログが行動履歴としてあり、さ

らに多くの情報を利用できます。
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寄稿

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年３月号

予測モデルの使い方の一例を紹介します。顧客全員に対し、予測モデルを実施することは、顧

客を「スコアリング」することになります。予測モデルを実施することによって、全ての顧客に

スコアがつきますが、何を予測するか目的によってスコアの値も違います。

例えば、キャンペーンに反応するかしないかを予測する為のスコアは０～１までの間に入りま

す。（０＝反応しない、１＝反応する）どれだけ購入するか金額を予測する場合には、予測した金

額の値がスコアとなります。キャンペーンの反応確率を予測するモデルで、全顧客に０～１まで

のスコアを付け、スコアの降順に並び替えると、反応確率の高い顧客順になります。仮に、

１０，０００人にDMを送りたい場合、スコアの高い上位１０，０００人を選べばよいだけです。
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寄稿

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年３月号

もし、キャンペーンの販促費用が全て把握できていれば、顧客一人ひとりに対して利益を予測

することができます。DM送付対象者が多くなると販促費が増える一方、スコアが低い人が対象

になっていくため利益率は下がります。利益がマイナスになる前までを対象者として選択するこ

とで、効果的な送付人数に最適化することが出来ます。

毎回何万名とDM枚数を固定するのではなく、予測した結果を基に利益の最大化を見極めた販

促活動が可能になります。これを全てのキャンペーンに対して行うことによってマーケティング

全体の最適化が可能になります。

企業がマーケティングにおいてどのようにデータ活用ができているか、そのレベルを整理する

と以下のようになります。

【レベル１：ビジネスルール（経験則）に基づいた考え】

ルールに根拠のあるデータがなく、今までの経験から同じように対象を決めます。

【レベル２．３：データに基づいた考え】

レベル２～キャンペーンの反応データが取得できると、キャンペーンモデルが作れるようにな

ります。
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寄稿

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年３月号

レベル３～顧客の通常購入確率

（P通常）とキャンペーン反応確率

（Pキャンペーン）が計算出来る

と、キャンペーンの本当の効果が計

算できるようになります。それに基

づきキャンペーンの対象者として最

適なターゲットを測定できます

（ネットリフトモデル（Net liftモデ

ル））。

【レベル４：CLV４（Customer Lifetime Value）】

キャンペーンの告知を貰うと、顧客が離反する確率が下がる可能性があります。言い換えるな

ら顧客の生涯価値（Lifetime Value=LTV３とも言う）が上がるかもしれません。CLV（カスタ

マー・ライフタイム・バリュー）の観点から１回のキャンペーンでの結果だけではなく、１年間

の購入金額や離反の可能性も含めた予測をすることによって、顧客との長い関係を維持し、将来

を見据えた分析が予測モデルで可能になります。
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寄稿

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年３月号

４．AIを活用した予測モデルで更に高度なマーケティングの時代へ

モデリングの手法には様々あり、昔からの統計手法として線形回帰、ロジスティック回帰、決

定木や、AIの手法であるニューラルネット５、ランダムフォレスト６、SVM７、等があります。

統計手法の特徴としては、全ての入力変数において有意かどうかが分かるので、モデル式に使

用されている引数の解釈が可能です。（解釈できるため、ホワイトボックスと呼ばれています）

逆に、AIの手法は、複雑な関係性を導き出すことが可能ですが、全てを計算に任せるため、

どの変数が有意か、ターゲットに影響があるかを判別するには複雑すぎて難しくなります。（解釈

できないため、ブラックボックスと呼ばれています。）

キャンペーンの予測モデルにおいて、どの変数が影響しているかを解釈したいクライアント企

業はホワイトボックスの手法を選ぶことが多く、モデルの解釈が不要ならば、手法に関わらず一

番精度の高いモデルを選びます。AIに対する認知や期待が、かつてないほど高まっていること

から、社内外のビッグデータを全て活用して利益の最大化を目指すクライアント企業は、積極的

にブラックボックスの手法も採用し始めています。

以下にホワイトボックスと、ブラックボックスの手法の特徴を記載します。

５．おわりに

予測モデルは金融工学の領域で発展してきた歴史があり、数年前までは国家が未来の税収シ

ミュレーションを行う際や、金融機関が回収や運用の予測に活用する等、大量データや資力のあ

る特別な組織のためのツールだったと言えます。しかし、インターネットやスマートフォンが消

費生活のあらゆるシーンで重要なツールとなり、人々が普通に暮らすだけで膨大なトランザク

ション（明細）データを吐き出すようになったことで、状況が一変しました。

高速サーバや分析ツール等が安価になったこともあり、大小さまざまな流通業やネット通販業

が、顧客に関するあらゆるデータを捨てずに蓄積して分析し、予測モデルを構築し、マーケティ

ング活動によってビジネスの成功事例を重ねています。

過去データの分析や予測モデルの構築は、特定業種の大企業だけのものでなく、あらゆる業種
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寄稿

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年３月号

１データベースを使ったターゲット・マーケティングで、顧客の過去の購買履歴を分析する手法。RはRecency
でもっとも最近購入された年月日であり、FはFrequencyで過去１年などの一定期間に何回購入されたかの購入
回数、MはMonetaryで一定期間での購買金額を意味する。
２マーケットバスケット分析とも呼ばれ「商品Aを購入する人は商品Bも買う傾向がある」といったように、２
つ以上のアイテムの関連性ルールを探るための手法。
３誰が人がその商品を購入したかを把握できるデータ
４顧客生涯価値とは、顧客１人あるいは１社の顧客ライフサイクル全期間で、その顧客が企業にもたらした価
値の総計のこと。顧客を獲得維持するためのコストと、顧客の購買額との差額が価値となる。
Lifetime value、customer lifetime valueを略してLTV、CLVとも呼ばれる
５ニューラルネットワーク（Neural Net）とは、人間の脳内にある神経細胞（ニューロン）とそのつながり、つ
まり神経回路網を人工ニューロンという数式的なモデルで表現したものである
６ランダムフォレスト（random forests）は機械学習のアルゴリズムのひとつで、決定木による複数の弱学習器
を統合させて汎化能力を向上させる、アンサンブル学習アルゴリズムである。おもに分類（判別）・回帰（予
測）の用途で使用され、以下の特徴がある。
・学習方法は単純だが、一般的な決定木より性能のよい識別・予測ができる
・CHAIDとは異なる接近法で多クラス問題に拡張した
・非線形関係も分析できることで、線形回帰・判別の限界を超える余地がある
・森の大きさを拡大しても過学習が生じない（数百以下で精度が収束する）
７サポートベクターマシン（Support vector machine、SVM）とは、識別手法のひとつで、教師あり学習を用い
る。パターン認識や回帰分析へ適用でき、現在知られている多くの手法の中で、一番認識性能が優れた学習モ
デルである。基本的に、線形入力素子を利用し、２クラスのパターン識別器を構成する。
※図表は全てフュージョン株式会社で作成

や規模の企業にとって、必須の取り組みになってきたと言えるでしょう。

また、AIが一般化することで、予測モデルの精度や販促のタイミングが更に進化することが

予想されます。特に、人口減少や超高齢化社会に直面する日本企業は、いたずらに売上や規模の

成長を追求するのではなく、限られたマーケティング予算をいかに有効活用し、利益を最大化す

るかが問われることになります。

今日の消費者は、自分がその企業から「大切にされていない」と感じれば、簡単に離反してし

まいます。だからこそ、本稿で述べてきたような予測モデリングの技術に基づいてリスト化され

「貴方にとってぴったりとフィットするお知らせです」という販促を受けると、その企業への信

頼を一気に深めるのです。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜執筆者紹介＞

フュージョン株式会社は札幌市に本社を置き、ビッグデータ分析、システムの設計・構築、各

種プロモーションに関するコンサルティングを行う総合マーケティングサービスプロバイダ企

業。２０１７年２月に札幌証券取引所アンビシャス市場に上場。ダイレクトマーケティングに関する

様々なソリューションを通じて、企業とその顧客とのマーケティングコミュニケーションの支援

を行う。本稿はAI（人工知能）を活用しながらビッグデータ分析や予測モデル構築等の業務を

担当しているアナリティクスチームが執筆。
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経済コラム 北斗星

深化を要する「働き方改革」論議
平成２８年６月に「ニッポン１億総活躍プラン」が閣議決定され、アベノミクスの第２ス

テージとして、新たな３本の矢（①「戦後最大の名目 GDP６００兆円」、②「希望出生率

１．８」、③「介護離職ゼロ」の３つの目標）が打ち出された。このうち①の第１の矢は、イノ

ベーションと働き方改革による生産性の向上と労働力の確保を企図した「希望を生み出す強

い経済」を目指すものとされている。さらに、「働き方改革」については、①同一労働同一

賃金の実現など非正規雇用の改善、②長時間労働の是正、③高齢者の就労促進が主要な施策

の柱として揚げられている。

こうした流れを受けて、本年１月２２日の国会における安倍首相の施政方針演説では、少子

高齢化に対応するために、政府施策の冒頭に「働き方改革」の推進が取り上げられた。これ

に対して野党は代表質問において、為替ディーラーなど一部の専門職について働いた時間で

はなく成果に応じて賃金を決める「脱時間給制度」を取り上げ、「これは働く側のニーズで

はなく働かせる側のニーズで、過労死などを誘発する大改悪になる危険性がある」（民進党・

大塚代表）、「残業代ゼロ法案」（立憲民主党・枝野代表）、「過労死水準の残業を容認するもの

で、安倍政権の働き方改革は、財界の立場に立った＜働かせ方大改悪＞だ」（共産党・志位委

員長）などと、総じて手厳しい反応を示している（平成３０年１月２６日付読売新聞）。

働き方改革は、上記の通り人口減少・少子高齢化に直面する中で、同一労働同一賃金、長

時間労働の是正、柔軟な働き方などを実現しながら生産性の向上を目指していく趣旨のもの

であり、国民の尻を叩いて、今まで以上に働かせようとする趣旨のものではない。野党の見

解の裏には、企業・経営者というものを放っておけば必ず極限まで雇用者を働かせようとす

るものだという伝統的固定概念が働いているように思えてならない。巷間、ブラック企業や

過労死の問題が社会的問題として取り上げられるところから、そうした思い込みが生ずるの

は止むを得ない面もあるが、今や、人手不足に直面した企業の大半は、如何にして働きやす

い労働環境を整え、雇用者を確保するかという点において懸命の努力を重ねている。例え

ば、長時間労働については、早帰り運動、勤務時間インターバル確保、休暇取得促進などを

実施しているほか、パート・嘱託職員の正社員転換、企業内託児所の設置、退職女性の再雇

用、在宅勤務・フレックスタイム制度の導入など様々な対策を講じつつある。その意味で

は、企業は既にかなり以前から、法改正を待たずして「働き方改革」に懸命に取り組んでき

ているのである。

国会における今後の働き方改革議論に際しては、企業の雇用対策の実態を正確に把握した

うえで、正しい現状認識に基づいた議論の展開、すなわち議論の深化が強く望まれるところ

である。この意味で、今後の国会議論において、とくに野党は、徒な反対キャンペーンを避

け、建設的議論をして欲しい。働き方改革に関連して、最近では従業員の「副業」を認める

かどうかといった問題も提起されている。急速な人口減少下、働き方改革を通じ生産性の向

上を実現できるか否かが、労使にとって当面の最大の共通課題といえよう。

（平成３０年２月１０日 北洋銀行 会長 横内 龍三）
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【全体概要】
・１２月の販売額は、１億５１４万円（前年同月比▲０．５％）、来店客２０４，９２２人（同▲０．７％）、客単価
１，９５１円（同＋１．８％）
・冬の感謝祭後半は、分母の大きい大手菓子メーカーの商品が安定した売上げとなった。
・年間で一番売上のある水産品は、依然好調の鮭キムチを取り扱っても前年割れであった。原料
高騰による商品の相次ぐ値上げから、２年連続で鮭（今年は特にいくら、筋子）、蟹、いか関
連商材は非常に低調で、筋子は１商品以外展開出来なかった。（同▲２．６％）
・菓子は、前半と後半で提案の方法を変化させ、前半は特に新たな商品を投入し、入口正面の店
の顔である平台に鮮度を持って展開した。（同＋０．５％）
・部門別では、前記部門のほか乳製品（同▲５．３％）、畜産加工品（同▲７．２％）、農産品（同▲
１５．８％）、などの部門で前年を下回った。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 渡島 本数の子黄金松前 ２，２００ ５７０ １，０８３，０００
２ 石狩 鮭ルイベ漬１６０g １，０９２ ８３５ ９０２，０２８
３ 渡島 伝承造り数の子松前 ８００ １，００３ ８０２，４００
４ 石狩 鮭キムチ１５０g ８００ ７７１ ６１６，８００
５ 渡島 数の子松前 化粧箱 １，５００ ３２６ ４８９，０００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 特上ラム４００g ９８２ ７８０ ７３０，０５０
２ 十勝 ちほく高原ベーコン １，０００ ２１２ ２１２，０００
３ 石狩 ラムシャブ ５００ ３６５ １８２，５００
４ 石狩 じゃが豚 ９４８ １８６ １７６，３２８
５ 上川 ふらのジンギスカン ９３３ １３８ １２８，７５４

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 全粒きな粉 １２０ １，１８０ １４１，６００
２ 十勝 切干大根はえらい ３８０ ３７２ １４１，３６０
３ 石狩 わさびの達人 ７１４ １９４ １３８，５１６
４ 石狩 ハスカップの実 冷凍 ２，０００ ６１ １２２，０００
５ オホーツク 新海クローバー ４，６２０ ２６ １２０，１２０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ２７６ １７３，８８０
２ 石狩 ソフトカツゲン １８０ ８０６ １４５，０８０
３ 渡島 トラピストバター １，１４２ １１７ １３３，６１４
４ 石狩 手作りカマンベール ９１０ １３５ １２２，８５０
５ 胆振 牧家お楽しみセット ２，０００ ６０ １２０，０００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 ポテトチップチョコレートオリジナル ７２０ ２，９８８ ２，１５１，３６０
２ 十勝 三方六 プレーン ５８３ １，４４２ ８３９，５５４
３ 石狩 ポテトチップチョコレートマイルドビター ７２０ １，１５６ ８３２，３２０
４ 石狩 ピンクなブラックサンダー ８００ ７５５ ６０４，０００
５ 石狩 白い恋人１２枚 ７０５ ７３６ ５１８，８８０

＜有楽町店＞ 東京都千代田区有楽町２丁目１０－１ 東京交通会館１階
＜資料出典＞ 北海道どさんこプラザ ホームページ

http : //www.dosanko-plaza.jp/support/index.html
＜問い合わせ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 有楽町店 【２０１７年１２月分】

（１）水産加工品 【３，７７６万円】

（２）畜産加工品 【２９７万円】

（３）農産品 【２１４万円】

（４）乳製品 【３４７万円】

（５）菓子類 【２，６７７万円】

※単価変更などにより単価×数量＝金額とはならない場合がある。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１３年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２０１６年度 ９５．０ ０．１ ９８．６ １．１ p９４．２ △１．５ ９７．２ ０．８ ９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０

２０１６年１０～１２月 r ９５．４ ０．４ ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ r１０７．３ △２．４
２０１７年１～３月 r ９６．０ ０．６ １００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ r１０９．７ ２．２

４～６月 ９７．７ １．８ １０２．１ ２．１ ９８．６ ４．６ １００．０ １．５ r１００．７ ０．４ r１０９．１ △０．５
７～９月 r ９５．８ △１．９ １０２．５ ０．４ r ９６．５ △２．１ １００．４ ０．４ r ９７．３ △３．４ r１０７．３ △１．６
１０～１２月 p９７．８ ２．１ p１０４．３ １．８ p９８．３ １．９ １０１．３ ０．９ p９７．８ ０．５ p１０９．４ ２．０

２０１６年 １２月 r ９５．８ △０．２ １００．６ ０．７ r ９５．２ ０．０ ９８．９ ０．０ r ９６．７ ０．９ r１０７．３ ０．７
２０１７年 １月 r ９４．６ △１．３ r ９８．５ △２．１ r ９２．９ △２．４ r ９７．８ △１．１ r ９９．６ ３．０ １０７．４ ０．１

２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 ９６．５ △０．３ r ９９．８ △１．９ ９４．７ △０．６ r ９８．４ △０．８ １００．３ △０．１ r１０９．７ １．５
４月 r ９８．５ ２．１ r１０３．８ ４．０ r ９８．７ ４．２ r１０１．１ ２．７ １０１．７ １．４ r１１１．３ １．５
５月 r ９８．１ △０．４ １００．１ △３．６ ９８．９ ０．２ ９８．２ △２．９ １００．５ △１．２ １１１．３ ０．０
６月 ９６．６ △１．５ １０２．３ ２．２ ９８．２ △０．７ １００．７ ２．５ １００．７ ０．２ １０９．１ △２．０
７月 r ９５．５ △１．１ １０１．５ △０．８ ９６．５ △１．７ １００．０ △０．７ r ９９．２ △１．５ １０７．９ △１．１
８月 ９７．５ ２．１ １０３．５ ２．０ r ９６．０ △０．５ １０１．８ １．８ ９９．４ ０．２ １０７．３ △０．６
９月 r ９４．５ △３．１ １０２．５ △１．０ r ９７．１ １．１ ９９．３ △２．５ r ９７．３ △２．１ １０７．３ ０．０
１０月 ９７．５ ３．２ １０３．０ ０．５ ９８．８ １．８ ９８．９ △０．４ ９６．９ △０．４ １１０．７ ３．２
１１月 r ９７．０ △０．５ １０３．５ ０．５ ９６．８ △２．０ １０１．２ ２．３ r ９７．５ ０．６ １０９．８ △０．８
１２月 p９９．０ ２．１ p１０６．３ ２．７ p９９．４ ２．７ p１０３．９ ２．７ p９７．８ ０．３ p１０９．４ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７△０．８ r １９５，２６３△１．１ r ２０２，８５０ △３．５ r ６５，６１０ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０

２０１６年１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８
２０１７年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４８△１．５ r ５０，９７２ △３．９ r １６，２４６ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１

４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５８ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，９００ ０．３
７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１
１０～１２月 p２６１，３０８ １．５ p ５３，５２１ ０．７ p ５７，２１９ ３．８ p １８，６８２ ０．１ p２０４，０８９ ０．８ p ３４，８３９ １．１

２０１６年 １２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４
２０１７年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４

２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 r ８０，４３３△０．７ r １６，３１２△０．９ r １７，６７１ △５．５ ５，７３２ △１．７ r ６２，７６３ ０．７ １０，５８０ △０．５
４月 r ７６，４７７ １．３ r １５，５８３ ０．８ r １４，７２９ △２．３ r ４，９９５ △０．４ r ６１，７４８ ２．２ r １０，５８８ １．３
５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１△０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４
６月 ７５，９７０ ０．４ r １５，６９４ ０．１ １５，２５５ △２．２ ５，１９４ ０．２ ６０，７１４ １．２ １０，５００ ０．０
７月 ８１，５５９ ０．４ １７，１７９△０．２ １７，３９６ △５．５ ６，０１０ △２．５ ６４，１６２ ２．２ １１，１６９ １．１
８月 r ７８，９７４ ０．９ １５，６５５ ０．７ １５，１１５ △１．１ ４，５５２ ０．５ r ６３，８６０ １．４ １１，１０３ ０．８
９月 ７３，４１４△１．２ １４，９６８ １．８ １５，２９５ △８．９ ４，７８４ ２．１ ５８，１１９ １．１ １０，１８４ １．６
１０月 ７８，００３△０．１ １５，８８９△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２５ △０．０
１１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０
１２月 p１０３，８１４ ２．８ p ２０，９１９ １．２ p ２３，６４１ ５．０ p ７，５９４ △０．４ p ８０，１７３ ２．１ p １３，３２５ ２．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年３月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 － － － － － － － － － － － －
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，６６５ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４

２０１６年１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５
２０１７年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，０９４ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７

４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１００ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４
７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ ６５，７０７ ５．８ １５，４５２ ６．５ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１
１０～１２月 p ３７，４９６ ４．０ p １１，２８８ ３．７ p ６３，３５７ ４．１ p １５，６４９ ６．０ p ３５，４５８ △０．２ p ８，７２０ △０．８

２０１６年 １２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７
２０１７年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０

２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ ４，５３７ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８５３ ２．３ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３
４月 r １０，９２０ ５．７ r ３，３１６ ５．７ r ２０，２９４ ５．６ r ４，９３３ ５．５ r １１，８０９ １．１ r ２，９６２ ０．４
５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ ５，１０４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７
６月 r １０，１５３ １．８ ３，２５７△２．４ r ２１，２６４ ４．４ r ５，０６４ ５．６ １１，２８５ ２．７ ２，６９８ △０．８
７月 １４，１９０ ２２．５ ４，５９５ ９．４ ２２，２２８ ７．３ ５，３５５ ６．１ １２，０２９ ４．５ ２，９１０ △０．９
８月 １１，０５５△４．２ ３，５６７ ５．４ ２２，３２６ ４．５ ５，１７４ ５．７ １１，２５０ １．４ ２，７７５ △０．２
９月 １０，７１４△１．９ ３，１５８ １．２ ２１，１５３ ５．６ ４，９２３ ７．７ ９，７８８ △１．４ ２，５０７ １．６
１０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０８６ ５．０ ５，０２４ ４．８ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１
１１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，００６ ５．２ ５，０００ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５
１２月 p １５，４０３ ７．４ p ４，７４８ ５．３ p ２１，２６５ ２．２ p ５，６２５ ６．５ p １３，４２６ １．６ p ３，３７１ １．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５６２，８４８ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２

２０１６年１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７
２０１７年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９９６ ４．１ ４１９ １１．５

４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２９９ ３．１ ３２３ ２６．８
７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１４９ ０．９ ４５９ ２６．９
１０～１２月 p１４３，５１６ １．３ p ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１

２０１６年 １２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４
２０１７年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２

２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４５ １．３ １４８ ４．８
３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０９０ ５．６ r １０８ １３．０
４月 r ４４，２５３ ２．６ r ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４６ １．２ r ９７ ２９．３
５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５７ ５．４ r １１０ ３１．１
６月 ４６，７８３ ３．１ ９，７３１ ２．９ ２５９，８３４ ７．６ ２６８，８０２ ２．８ １，１９６ ２．５ r １１６ ２１．０
７月 ５２，８２０ ４．７ １０，７６３ ３．１ ２４２，７６２ ０．１ ２７９，１９７ ０．４ １，３１２ ０．７ r １７８ ２４．１
８月 ５０，９８０△０．８ １０，５１３ １．９ ２７５，５２０ １３．９ ２８０，３２０ １．４ １，５３０ ３．６ r １６２ ３２．８
９月 ４７，４３３ ０．８ ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０７ △１．９ r １２０ ２３．７
１０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２２１ ０．６ r １３７ １９．８
１１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０４０ ４．１ r １２２ ３１．２
１２月 p ４９，９８９ １．８ p １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ p １８３ ２０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年３月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１３年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２０１４年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５

２０１６年１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６
２０１７年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０

４～６月 １１，２０２ ４．６ r２，４９９ １．１ ６５６ １３．１ １２，３９３ ３．５ ２３，６７３ △１．０
７～９月 １０，５５３ △１．４ ２，４６９ △２．４ ６７９ １５．８ １２，２３８ ３．６ ２５，４７７ △２．５
１０～１２月 ９，７１０ △４．１ ２，４４５ △２．５ ４２１ ５．６ １１，５２１ ６．６ ２３，７３５ ０．０

２０１６年 １２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７
２０１７年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２

２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７
４月 ４，３４１ ２１．７ ８４０ １．９ １７３ ２６．６ ３，９７５ ２１．２ ７，９２９ ２．７
５月 ３，４４９ △６．４ ７８５ △０．３ ２２９ ２８．０ ４，０３７ △１０．０ ６，７９７ ０．６
６月 ３，４１２ △１．３ ８７５ １．７ ２５５ △４．０ ４，３８１ ４．０ ８，９４７ △５．２
７月 ３，５９５ ７．５ ８３２ △２．３ ２２０ ２５．０ ３，８１７ １４．１ ７，２１７ △７．５
８月 ３，３０５ △１５．９ ８０６ △２．０ ２１９ １０．４ ４，１５０ △６．９ ７，６６６ ４．４
９月 ３，６５３ ６．４ ８３１ △２．９ ２４１ １３．２ ４，２７１ ６．６ １０，５９４ △３．５
１０月 ３，６５４ △８．５ ８３１ △４．８ １８２ △１３．５ ４，０７６ １５．９ ７，４２８ ２．３
１１月 ３，４５５ △１．２ ８４７ △０．４ １３２ ３５．２ ４，０６６ ６．９ ７，６８０ ４．１
１２月 ２，６０１ △１．３ ７６８ △２．１ １０７ １８．１ ３，３８０ △３．０ ８，６２８ △５．０

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１３年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２０１４年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２０１６年１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６
２０１７年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８

４～６月 ４９，１９４ １５．５ １６，６０３ １１．４ １８，４５１ １５．１ １４，１４０ ２１．２ １，００６，１２３ １３．２
７～９月 ４６，６３９ ５．１ １５，０１８ △１．５ １７，０２７ ７．９ １４，５９４ ９．４ １，０６５，９４０ ４．１
１０～１２月 ３７，２６５ △０．７ １２，２６１ △０．９ １２，７４５ △４．０ １２，２５９ ３．２ ９７３，８０４ △１．６

２０１６年 １２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１
２０１７年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４

２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６
４月 １５，３２６ １２．７ ５，３４０ ２１．８ ５，７１７ ６．０ ４，２６９ １１．９ ２９７，２８４ １０．４
５月 １４，５６９ １８．９ ４，７９８ １３．８ ５，２２６ ２２．９ ４，５４５ ２０．３ ３１２，３９０ １３．４
６月 １９，２９９ １５．１ ６，４６５ ２．６ ７，５０８ １７．６ ５，３２６ ３０．７ ３９６，４４９ １５．１
７月 １６，６９６ ２．３ ５，３３２ △１．２ ６，４５０ △１．４ ４，９１４ １２．２ ３５７，２６７ ２．６
８月 １３，２７３ ８．３ ４，１８４ △０．３ ５，１４９ １４．１ ３，９４０ １１．１ ２９０，８２２ ４．１
９月 １６，６７０ ５．６ ５，５０２ △２．７ ５，４２８ １４．７ ５，７４０ ６．１ ４１７，８５１ ５．３
１０月 １２，４８０ ０．５ ４，０２０ △５．３ ４，２４５ ２．２ ４，２１５ ４．９ ３１０，７９１ △１．２
１１月 １３，１９８ △０．６ ４，１０２ ０．１ ４，６３７ △６．８ ４，４５９ ６．１ ３３２，７１４ △２．７
１２月 １１，５８７ △２．２ ４，１３９ ２．６ ３，８６３ △７．１ ３，５８５ △１．９ ３３０，２９９ △０．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年３月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１３年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２０１６年１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９
２０１７年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９

４～６月 ４３９，２２３ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ２．９
７～９月 ２２２，６２９ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８
１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８

２０１６年 １２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９
２０１７年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ ↑ ３．０

２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８
４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ ↑ r ２．９
５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．４ ３．１
６月 １３６，９３７ ２２．５ １５，１８５ △０．６ １．０４ １．２６ ３２，０９７ ０．７ ８４８，０７０ ６．３ ↓ ２．８
７月 ９４，９４２ △２．１ １２，８８８ △５．４ １．０９ １．３１ ３２，３１７ △３．４ ８２０，３５２ ３．３ ↑ ２．８
８月 ７１，７４５ ３．８ １１，４９４ △７．９ １．１０ １．３５ ３２，０１７ １．８ ８４２，７６３ ６．８ ３．２ ２．８
９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８
１０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ↑ ２．７
１１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．９ ２．６
１２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１３年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２０１６年１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４
２０１７年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．６ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９

４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３
７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６
１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５

２０１６年 １２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４
２０１７年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１

２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９
４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６８０ △２．２ １１０．０６ １９，１９７
５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１
６月 １００．６ １．１ １００．２ ０．４ ２３ ４．５ ７０６ △７．５ １１０．９１ ２０，０３３
７月 １００．４ １．１ １００．１ ０．５ ２３ △２３．３ ７１４ ０．３ １１２．４４ １９，９２５
８月 １００．６ １．３ １００．３ ０．７ １６ △３０．４ ６３９ △１２．０ １０９．９１ １９，５８３
９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６
１０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２
１１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５
１２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年３月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１３年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２０１４年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２

２０１６年１０～１２月 ９０，４５３ △２８．９ １８５，０５６ △１．９ ２５５，５６３ △１１．６ １７２，４２０ △９．３
２０１７年１～３月 １０４，３９１ ４．９ １８９，９９１ ８．５ ３２４，３４６ ３１．５ １８６，６９６ ８．６

４～６月 ９１，２９５ △２．６ １８７，８９０ １０．５ r ２８４，９７０ ４６．１ r １８０，７４９ １６．２
７～９月 ９５，３３４ ９．３ １９５，８４９ １５．１ r ２７７，０２２ ３２．９ r １８３，８９４ １４．５
１０～１２月 １００，９７０ １１．６ ２０９，１７７ １３．０ p３２０，０３１ ２５．２ p２０１，７１２ １７．０

２０１６年 １２月 ３８，４３５ △１０．２ ６６，７８９ ５．４ １０１，０５４ △５．６ ６０，４３０ △２．５
２０１７年 １月 ２６，４２６ △２０．９ ５４，２２０ １．３ r １１６，２８６ ３５．５ r ６５，１３９ ８．４

２月 ３３，８０４ ９．１ ６３，４７５ １１．３ r １１０，７９３ ４６．８ r ５５，３６４ １．３
３月 ４４，１６１ ２５．５ ７２，２９６ １２．０ r ９７，２６７ １４．１ r ６６，１９３ １５．９
４月 ３４，７８７ ２．１ r ６３，２９４ ７．５ r ９７，１９０ ４９．５ r ５８，５０３ １５．２
５月 ２６，６４３ △６．５ r ５８，５１２ １４．９ r １０５，９１０ ４９．６ r ６０，５７６ １７．９
６月 ２９，８６５ △４．２ ６６，０８４ ９．７ r ８１，８７０ ３８．４ r ６１，６７０ １５．５
７月 ３２，２５５ １２．２ ６４，９５２ １３．４ r ９２，０３７ ５３．０ r ６０，７３２ １６．３
８月 ３４，０５６ ２９．９ ６２，７８６ １８．１ r ９３，６４１ ３３．６ r ６１，６９１ １５．３
９月 ２９，０２３ △１０．１ ６８，１１１ １４．１ r ９１，３４４ １６．８ r ６１，４７１ １２．１
１０月 ３１，４３４ １９．６ ６６，９３６ １４．０ r ９４，６５４ ４０．７ r ６４，１２９ １９．０
１１月 ３２，７１０ ２７．１ ６９，２１０ １６．２ r １０１，０６２ １５．９ r ６８，１３９ １７．３
１２月 ３６，８２６ △４．２ ７３，０３１ ９．３ p１２４，３１５ ２３．０ p ６９，４４４ １４．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１３年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２０１４年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，８８７ ２．８ ４，７６７，６０１ ２．６

２０１６年１０～１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７
２０１７年１～３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０

４～６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７～９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０～１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１６年 １２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７
２０１７年 １月 １５１，７７９ ２．５ ７，３２３，４１６ ８．６ ９８，７６５ ２．５ ４，７２９，３６８ ２．８

２月 １５２，７８０ ３．５ ７，３２４，５７０ ７．０ ９９，０３２ ３．０ ４，７３５，２０６ ３．２
３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４月 １５６，３９３ ３．４ ７，５１８，４９１ ５．６ ９８，６９６ ２．５ ４，７５７，２８７ ３．３
５月 １５７，２６９ ３．５ ７，５２５，７８５ ５．６ ９８，６７６ ２．５ ４，７５４，７０７ ３．３
６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７月 １５５，３６８ ３．８ ７，５２５，０４３ ６．２ ９９，６１８ ３．２ ４，７７０，６７０ ３．４
８月 １５７，８７３ ５．０ ７，５２８，９３８ ６．０ ９９，８８７ ３．７ ４，７６７，６０１ ３．３
９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０月 １５６，７２８ ３．９ ７，５９１，６１７ ５．７ １００，６４１ ３．６ ４，７９２，８９９ ３．２
１１月 １５７，４５２ ３．６ ７，６３５，６２３ ５．３ １０１，３４９ ３．０ ４，８１１，０９５ ２．８
１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

資料 日本銀行

主要経済指標（５）主要経済指標（５）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年３月号
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●道内経済の動き

●２０１８年 道内企業の年間業況見通し

●マーケティングはビッグデータ分析から
AIを活用した予測モデルの時代へ

●経済コラム 北斗星
深化を要する「働き方改革」論議
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